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大 学 入 試センタ ー試 験  
平成１７年１月１５日・１６日 

前期日程試験 

前期分 
合格発表 

入学 
手続 

３月６日～１０日 

後期日程試験 

後期分 
合格発表 

入学 
手続 

３月２０日～２４日 

大学入試センター試験（追試験） 
平成１７年１月２２日・２３日 

各 大 学 出 願 受 付  

２月１２日まで 

前期日程 
第1段階選抜の 
結果発表 
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国立大学の学部入学試験最前線 

国立大学入学者選抜試験の概要 
〈平成１７年度〉 

入学定員、 
入学志願者数の推移 

平成７ 平成８ 平成９ 平成１０ 平成１１ 平成１２ 平成１３ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 

１８歳人口 

国立大学入学定員 

4.0倍 

4.5倍 

5.0倍 

5.5倍 

国立大学志願倍率 

国立大学志願者 

特集 

平成１７年１月２４日～２月２日 

２月２８日まで 

後期日程 
第1段階選抜の 
結果発表 

大学入試センター試験成績請求・受領 

平成１７年２月３日～２月１２日 

２月２５日～ 

３月１２日～ 
３月１５日まで 

３月２７日まで 

●推薦入学（大学入試センター試験を課す場合）の 

　結果発表 … ２月１２日まで 

●推薦入学合格者の 

　入学手続 … ２月１７日まで 

 

104,264

4.9倍 

4.5倍 

96,423

4.6倍 

51.5万人 

44.8万人 

国立大学の占める割合 
〈平成１６年度〉 

540,837人 

96,423人 

17.8%

3,638,773人 

448,038人 

12.3%

1,090,582人 

志願者 
全体 

国立大学 

合格者 
全体 

国立大学 

募集人員 
全体 

国立大学 

111,954人 

10.3%
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募集人員の割合 
〈平成１７年度〉 

ＡＯ入試 
※アドミッションオフィス方式 
（総合評価方式）による 

入学者選抜（ＡＯ選抜）試験 

推薦 

帰国子女 

中国引揚者等子女 

社会人 

30.1%

90.4%

86.7%

22.9%

62.7%

21.3%

71.4%

55.1%

12.7%

28.1%

法人化によっていま国立大学は大きく変わろうとしています。こうした背景のもと、入学試験制度も変革の時を迎えようとしています。 

今号では、入試制度の実態と、それをとりまく環境、そして新しい流れについてご報告します。 

国立大学入試の実態 

国立大学は工学系、保健（医・歯・薬・看など）、教育の分野の受け入れが多い 

大学入学者選抜学部系統別募集定員の割合〈平成１６年度〉 

特別選抜を導入している 
大学・学部の割合 
１３,２４６人分（全体の１３.７%：平成１７年度）の 
特別選抜枠を設けている 昭和２４年 

新制国立大学発足（昭和２４年５月） 

資料：文部科学省 

●新制国立大学第１回入学試験を 
　 I 期校・II 期校制で実施 

昭和２２年～２９年度 
●進学適性検査実施 

昭和３８年～４３年度 
●能研テスト実施 

昭和５４年 
共通第一次学力試験を実施 
●学力試験は、国語、社会（2科目選択）、数学、理科（2科目選択）、 
　外国語の５教科７科目を課す。 
● I 期校・ II 期校制を廃止 

昭和６２年 
第2次試験において受験機会の複数化 
（A日程、B日程連続方式）が図られた。 
●A日程、B日程の連続方式に加え、各大学が同一学部の入学定員を前期日程、 
　後期日程に分け実施する分離・分割方式が導入された（平成元年）。 

平成２年 
大学入試センター試験を実施 
●選抜に利用する教科・科目やその配点は各大学が自由に定めることになり、 
　受験生は入学を希望する大学があらかじめ指定した教科・科目を受験する。 

平成９年 
受験機会の複数化として、 
分離・分割方式に統一して実施 

大学 学部 

13.7%
特別選抜 

国立大学入試制度の変遷  

人文科学 
6.8%

その他 
5.6%

その他 
5.0% 人文科学 

16.1%
社会科学 
15.5%

後期 
21.8%

前期 
64.5%

工学 
30.3%

農学 
6.8%

教育 
17.0%

保健 
（医・歯・薬・看など） 

9.9%

保健 
（医・歯・薬・看など） 

7.0%

社会科学 
37.4%

工学 
17.0%

教育 
5.8%

理学 

3.4%

理学 
7.2%

家政 

2.6%

農学 

2.7%

芸術 

3.0%
芸術 

0.6%

家政 

0.4% 国立大学 
定員：96,423人 

大学全体 
定員：540,837人 
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なぜ施設整備が急務なのか？ 

国立大学施設の現状 
教育・研究に集中できる安全かつ魅力的な施設づくりを 

優れた研究成果を創造するためには、研究者が安心して研究に打ち込める環境が不可欠です。 

また、魅力的な環境が整うことで、国内外から優秀な人材が大学に集まってきます。 

このため現在、「国立大学等施設緊急整備5か年計画」により、整備を進めてきましたが、 

老朽した施設の改善整備の遅れが、国立大学が抱える重大な問題の一つとして顕在化しています。 

国立大学等施設整備の財源と 
その内訳は？ 

「国立大学等施設緊急整備5か年計画」とは？ 
国立大学の施設整備は、平成１３年３月に閣議決定された「第2期科学技術基本計画」で老朽化、狭隘化の改善が重要課題として位置づけられました。 

これを受けて文部科学省が「国立大学等施設緊急整備5か年計画」を策定。現在重点的・計画的な施設整備を進めています。 

国立大学法人 

施設整備費補助金 
各法人の土地処分収入の 
一部を受入れ・交付 

各法人に必要額を貸付け 

国立大学財務・経営センター 
施設費交付金 

長期借入金等 
（附属病院整備・移転整備等が対象） 

経年２４年未満 

平成８～１２年 

平成３～７年 

昭和６１～平成２年 

昭和５６～６０年 

平成１３年～ 

昭和４１ 
 ～４５年 

昭和５１～５５年 

昭和４６ 
 ～５０年 

昭和３６ 
 ～４０年 

昭和２６～３０年 

昭和２５年以前 

昭和３１～３５年 

施設整備費補助金 

区　分 交付等の主体 財　源 対　象 概　要 

施設費交付事業 

施設費貸付事業 

各大学独自の整備事業 

国 

国立大学財務   

・経営センター 

各国立大学法人 

一般会計予算 

土地処分収入等 

長期借入金等 

自己収入等 

・施設整備 
・大型設備 
・不動産購入 
・船舶建造 
・災害復旧 

・病院の施設整備 
・病院設備 
・キャンパス移転 

大学の施設整備全般 

国立大学法人等の施設整備の基本的な財源として、 
一定の基準に基づき国が定額を補助するもの。 
毎年度の整備方針を公表し、有識者の評価による競争性の高い事業選定を行っている。 

国立大学法人等が土地を処分して得られた収入の一部をセンターが 
一括管理し、全体の施設整備財源として活用するもの。 
国立大学法人等全体の均衡の取れた施設整備を実現する。 

病院再開発等、多額の費用を要する事業を安定的に進めるためのもの。 
センターが一括借入し、各大学に必要額を貸付、大学は病院収入や 
移転後の土地処分収入で返済する。 

寄付、病院収入、その他の自己収入を活用し、各国立大学法人が 
自主的な判断によって施設整備を実施するもの。 

●重点的整備：緊急的に必要な整備約６００万ｍ2　●所要額：約１兆６０００億円 

優先的目標（約２１０万ｍ2） 

老朽化した施設の改善整備（約３９０万ｍ2） 

●大学院重点化により、倍増された大学院生の研究棟整備（約１２０万m2） 

●IT、ナノ、ライフサイエンス等世界水準の研究を推進するための卓越した拠点施設、産学官連携（支援）施設（約４０万m2） 

●高度先端医療や地域の中核的医療機関としての大学附属病院の再開発整備（約５０万m2） 

施設利用等のシステム改革を推進 
この「国立大学等施設緊急整備5か年計画」では、施設整備に加え、システム改革を実施し、施設の効率的、弾力的な利用の推進を行いました。 

●施設の点検・評価、教育研究の活性度等を踏まえた弾力的施設利用の推進 

●各学部等が共有する総合的・複合的な研究棟の整備　●PFI等、新たな整備手法の導入への取り組み及びコスト縮減 

●全学的な視点に立った施設管理運営システムの構築と施設の有効活用 

国立大学等施設緊急整備5か年計画の概要 

大学共同利用機関 ６７万ｍ2

国立大学などの施設面積 ２,５０８万ｍ2

附属学校 １３０万ｍ2

大学校舎等 １,８４９万ｍ2

高専 １６６万ｍ2

附属病院 ２９６万ｍ2

現在、国立大学等施設の総面積は、全国で約2,500万ｍ2。

経年25年以上の施設が半数以上、 

この内改修が行われていないものが7０0万ｍ2もあります。 

それらは現行の耐震設計基準に改正（昭和56年） 

される以前の施設であり、耐震診断と適切な補強が 

必要となります。 

こうした安全面に加え、教育・研究効率を上げるための 

機能面の確保も重要な課題となっています。 

国立大学における施設整備の財源は、基本的には国からの補助金で賄われています。さらに国立大学財務・経営センターによる 

施設費交付金や長期借入金があり、他に病院収入や寄付などの各国立大学法人の自己資金が活用されています。 

国 

●長期借入金を 
　一括して借入れ・返済 
●各法人から償還金 
　取りまとめ 

国立大学財務　　 
 ・経営センター 

5%
12%

73%

3% 7%

改修済み 
５４９万m2

未改修 
７００万m2

経年２５年以上 

施設整備計画を策定・公表 
施設整備費補助金を交付 
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中学時代はサッカー部でした。しかし、足が速

かったので陸上部の先生に見初められて時々レン

タルされたのです。中２の時は5000ｍでその年

のリストタイムのトップを、中３の時は中学駅伝

で、１区の区間新を出しました。そんなこともあ

って、次第に全国高校駅伝で走ってみたいと思う

ようになってきたのです。そこで陸上競技の名門

校である小林高校に入りました。

下宿したのは駅伝部の横山美和監督宅です。朝

７時起床、学校で授業、２時間練習、帰宅後は風呂、

夕食、約２時間の勉強、就寝…と判を押したように

規則正しい生活を送りました。負けず嫌いですか

ら、陸上も勉強も中途半端にはしたくなかったの

です。もちろん全国高校駅伝大会にも２回出場し

ました。１万ｍでは県の高校記録を出しましたが、

これは全国の高校生で５番目ぐらいの記録です。

東京大学を意識しだしたのは、高校２年のころ。

文部科学省の官僚になりたいと思ったからです。

子どもたちの学力低下が気になった―といったら

生意気でしょうか。官僚になるには、東大がよさ

そうに思えたのです。

大学では、授業と家庭教師のアルバイト、練習

をきちんとタイムマネジメントしています。高校

とは、練習環境が違いますから、自分なりに練習

プログラムを考えなくてはなりません。

昨年10月の箱根駅伝予選会の記録から、関東学

連選抜に選ばれました。東大生では21年ぶりだそ

うです。箱根では、復路の８区を走りました。と

ころが、中間地点を過ぎたころから左足に痛みが

走って失速してしまいました。タイムは20人中10

位。それでも受験勉強中のブランクや夏の練習不

足などを考えると、結構やれたかなと思います。

大学入学当初は、官僚を目指していましたが、

一方でいけるところまで陸上で頑張ってみたいと

いう気持ちもあります。いずれにしても普通では

終わりたくないという思いがあります。将来に関

しては、自分の中にさまざまな選択肢をもってい

ると思います。やるだけやったら、政界に打って

出ることも……。

いま国立大学の役割や
教育理念があらためて問われています

陸上でいけるところまでやる。
将来のことを考えるのはそれからでも遅くないと思います

東京大学文科Ⅰ類１年

松本 翔君

大学基準協会会長／法政大学総長・理事長

清成 忠男氏

清成忠男（きよなり・ただお）

1933年生まれ。1956年東京大学経済学部卒業、

1973年法政大学経営学部教授、1996年法政大学総長・理事長。

2003年（財）大学基準協会会長。

著書：『地域産業政策』（東京大学出版会）、

『21世紀・私立大学の挑戦』（法政大学出版局）、

『大淘汰時代の大学自立・活性化戦略』（東洋経済新報社）など多数。

松本　翔（まつもと・しょう）

1985年生まれ。

宮崎県門川中学、小林高校を経て東京大学文科 I 類に入学。

小林高校駅伝部時代は、第52回、第54回の全国高校駅伝大会に

出場。１万ｍ宮崎県高校記録保持者。第81回箱根駅伝では関

東学連選抜で８区を走る。

持ち前の負けん気で、
高校時代から学業と陸上を両立

官僚志向で選択した東大
箱根を走った今は……

最大の問題点は、高等教育に国が投じている資

金が、GDP比率で欧米の半分に過ぎないという

ことではないでしょうか。しかし現状はそれさ

えも、財政危機から抑えられようとしています。

これでは国際競争に耐えうる人材を形成するこ

とが困難です。なによりもまず高等教育に対す

る財政資金の投入を増やすべきです。

日本の大学教育は、実にその４分の３を私立大

学が担っています。国立大学に固有の使命や役

割があるとすれば、それを社会や私立大学に説明

する責任があります。

レベルの高い教育と研究には、ある程度の資金

が必要です。いい教員を集めて、いい教育・研究

環境をつくれば、いい教育・研究ができるように

なります。現状は、ストックが厚い一部の大大学

に資金が集まり、ただでさえ潤沢な大学に使い切

れないほどの資金が集まります。一方資金が不

足している大学では、常にそれなりの研究しかで

きないという悪循環のくり返しになっています。

このように格差が格差を呼ぶという「ポジティ

ブ・フィードバック」現象が生じているのです。

国に望むことは、少なくとも、大学間競争のス

タートを同一にしてもらいたいと願っています。

支給総額を増やして配分を公平にすれば、国立も

私立も活性化するのではないでしょうか。

大学間競争が激化していますが、それも法人間

競争の段階に移行しています。法人は経営主体

として独創性、自立性をもたなければなりません。

同時に自己責任が要求され、きちんとしたマネジ

メントとしっかりしたガバナンスによる経営が

重要になるでしょう。

社会が求めている人材は多様化が進んでいま

す。それだけに、人材育成を担う大学にはしっ

かりとした教育理念が必要です。総合大学では、

ユニバシティから各学部や大学院が独自の理念

と機能を持った「マルチバシティ」化が進んで

いくに違いありません。法人化した国立大学で

は、改めて理念を考え、整理していく必要があ

るでしょう。

助成金の配分を公平にすれば
国立大学も私立大学も活性化する

大学も自己責任の時代。
重要なのはマネジメントとガバナンス

新 し い ス テ ー ジ へ の 挑 戦  

学生からのメッセージ 
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支部通信 
JANU Quarter

ly Report

全国発、国立大学の新しい風をお届けします

小樽商科大学札幌サテライトは、本年４月から札幌駅前の複合商業ビル「sapporo55」

に場所を移し、新たな可能性を探ろうとしています。旧サテライトは平成９年に本

学同窓会組織である緑丘会の助成をいただき、札幌時計台隣の北海道経済センター

にオープンしました。北海道経済の中心地、札幌での教育研究拠点として多彩に活

用され、大きな成果をあげてきました。昨年４月、主として社会人を対象とするビ

ジネススクール（専門職大学院、定員35名）を開校しましたが、平成17年度は完

成年度を迎え、手狭となることから新サテライトへの移転を計画していました。

新サテライトは旧サテライトのおよそ2.7倍の466平米。大、中、小３つの講

義室の他、ミーティングルーム、事務室、図書室、自習室などがワンフロアーに

設置されます。商科系単科大学である本学の規模からすれば大きな投資かもしれ

ませんが、立地の良さ、使い勝手の良さ

を最大限利用して本学飛躍の要としたい

と考えています。

小さな大学の大きな投資
複合商業ビルに「札幌サテライト」

小樽商科大学From Hokkaido

平成16年度より福島大学と保原町が共同研究を結び、町内の介護福祉施設など

を利用して町の中高年者を対象とした筋力向上トレーニングを実施しています。

町としては中高年者の介護予防・活力維持を目的としています。大学では教育

学部の保健体育科の学生を中心に大学で学んだ運動生理学やトレーニングの理論

を実践する場となっています。

トレーニング期間に、筋力トレーニングはもちろん簡単なゲームを実施するな

ど参加者同士あるいはスタッフとのコミュニケーションを図っていきます。そう

することで12週間のトレーニングを終えた参加者は、体力が向上するだけでなく

大変表情も明るくなってきます。参加者の「毎週の教室を楽しみにしています

よ！」という言葉に、学生は大きな充実感と責任感を感じてもっとよいサービス

を提供しようと試行錯誤するようになりました。大学と地域がとても良い結びつ

きになっています。

福島大学の教員・学生が出張トレーニングで
近隣の保原町住民の健康維持増進をサポート！

福島大学From Tohoku

東京外国語大学では、ますます多言語多文化になりつつある現代日本のニーズに

応える人材を育成するために、「多文化コミュニティ教育支援室」を設置し、地域

の小中学校における学生ボランティア活動を推進しています。

学生は、大学で学んだ世界諸地域の文化や言語や社会に関する知を活かし、子供

たちの母語を使って子供たちと交流し、教材の翻訳など学習支援を行います。本学

では、こうした学生ボランティア活動を教育の一環ととらえ、そのフォローアップ

のほか、ボランティア活動の質の向上と人材育成のための教育研修プログラムの開

講や、よりよいボランティア活動のあり方の研究を行なっています。また、外国人

児童生徒への理解が深まるよう、国際理解を深めるための、学校・地域における各

種講座を実施します。

この取組みは、複数の言語や文化が響きあう豊かな地域社会の実現に寄与しよう

とするものです。

多言語多文化を学ぶ・実践する・担う
地域に暮らす外国からの子供たちへの学習支援

東京外国語大学From Tokyo

浦和レッズ、リーグ戦初制覇。大宮アルディージャ、Ｊ１昇格。

地元Ｊリーグクラブの活躍に湧いた2004年の「さいたま」。その年の暮れ12月

14日に埼玉大学は両クラブとそれぞれ地域貢献を目的とした協定を締結しました。

埼玉県のサッカーは明治41年、本学教育学部の前身「埼玉師範」の蹴球部創設が

始まりと言われており、また浦和レッズのエンブレムの建物は当時の校舎「鳳翔

閣」がモチーフとなっています。このように本大学は「埼玉サッカー発祥の地」

の当事者であり、両クラブとともに地域貢献活動をより一層充実していきます。

その一つとして４月からは両クラブの協力を得て「スポーツ・マネジメント概

論」を開講します。スポーツビジネスとは何かを両クラブの経営を活きた題材と

して探求します。同時に一般の方々にも無料で受講できるよう公開講座とします。

今後、様々なアイディアを募って地元「さいたま」のまちに貢献していきます。

「浦和レッズ」「大宮アルディージャ」と協定締結
公開講座などで力を合わせて地域貢献を

埼玉大学From Kanto・Koshinetsu

12週間のトレーニングを終えた人には、

町長から修了証が授与される

筋力トレーニングの様子。

皆さん真剣そのものの表情

横浜市鶴見区で開催された

ブラジルのお祭り

「フェスタ・ジュニーナ」

「日本・ブラジル交流のつどい」（東京外国語大学と

静岡県大東町が共催）で子供たちと交流

田隅埼玉大学長（右）とがっちり握手、

小玉雅俊大宮アルディージャオーナー（左）

田隅埼玉大学長（右）と握手を交わす

犬飼基昭浦和レッズ代表（左）

札幌駅前に完成する

複合商業ビル

「sapporo 55」

新サテライトはビジネススクールの授業、

リエゾンオフィス、セミナー等で利用する
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「角間の里山」。金沢大学には、74ヘクタールにも及ぶ広大な里山ゾーンがあ

ります。この恵まれた自然環境を教育やＣＯＥプログラムをはじめとする研究活

動のフィールドとしてだけでなく、青少年の自然体験や地域住民の生涯学習のフ

ィールドとして活用しています。

活動の最大の特徴は、「角間の里山自然学校」の取組みです。「自然観察」「棚田

復元」「竹林整備」「里山講座」…etc。自治体や民間団体との密接な連携により

運営され、400人を超える地域住民が里山サポーター「里山メイト」として登録

しています。平成11年度からスタートした里山自然学校の輪は年を追うごとに拡

がりを見せ、その活発な活動が地域を活性化させるとともに、大学では生涯学習

プログラムの開発につながっています。

平成17年４月には、江戸時代の豪農民家を移築する「創立50周年記念館（仮称）」

をオープンします。ここに「里山教育研究センター」の機能を持たせ、里山活動

や市民に開かれた社会貢献活動を行う拠点として活用します。

大学の森を市民に開く
「角間の里山自然学校」

金沢大学From Tokai・Hokuriku

阪神淡路大震災以来、本学文学部の教官・大学院生は、自治体等と連携し、被

災史料や文化財の救出・保全に当たってきました。この活動は全国に広がり、

「歴史資料ネットワーク」として発展しています。これを基礎に平成14年、「神戸

大学文学部地域連携センター」が設立され、尼崎市でのバーチャルミュージアム

立ち上げなど、歴史遺産を活用した地域おこし事業を進めています。また、工学

部建設学科の足立教授を中心に、県下生野町などと連携し、旧生野銀山の産業遺

産を活用したまちおこし事業も展開しています。

これらの実績が評価され、平成16年度「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」

の「地域活性化への貢献」分野で、神戸大学の「地域歴史遺産の活用を図る地域リ

ーダーの育成」が採択されました。神戸大学は、今後も兵庫県下の地域歴史遺産活

用による実践的な学生教育、自治体職員・地域住民等の社会人教育のためのプログ

ラム開発を行なっていくつもりです。

地域歴史遺産の保全活用を図る
自治体・地域住民との連携事業

神戸大学From Kinki

島根大学では、生きた環境教育を目指して、ISO14001取得を前提に環境マネ

ージメントシステムの構築に取り組んでいます。屋上緑化プロジェクトも構内緑

化環境の改善、省エネ効果の検証、学生の実践活動の場としての活用、技術開発

や適性植物の開発を通して都市屋上緑化への適用などを目的に進めています。生

物資源科学部３号棟の約1500m2の屋上には芝、セダム、サツマイモ、アイビー

などが植栽され、半分程度は各種研究用に活用されています。湿地型の緑化実験

が行われている空間では、10cm程度の水槽の中で稲やヨシ、アヤメなどが栽培

されています。また、水槽ではメダカやヤゴなどが多量に生息し、潤いのある水

辺空間が形成されています。

都市のヒートアイランド現象は年々深刻になる一方です。屋上緑化は必要性が

高まると予想されます。楽しみながら環境を改善していくために、学生の実践を

通しながら、ユニークな屋上緑化の手法や植物の開発が進められることが期待さ

れています。

生きた環境教育を目指して
「屋上緑化プロジェクト」

島根大学From Chugoku・Shikoku

20世紀の核エネルギー利用による人類的な負の遺産、数百万人を超える放射線

被ばく者…。長崎大学では、原爆被害を被った世界で唯一の医科大学を前身とす

る大学として、「放射線医療科学国際コンソーシアム」の中核を担っています。

これは、世界各地の被ばく地でのフィールドワークから得た成果と、長崎原爆の

後障害医療研究、チェルノブイリ原発事故・セミパラチンスク核実験場周辺の放

射線被ばく者における国際医療と疫学、放射線生命科学の基礎研究の各領域の統

合を目的としており、学際的・複合的に新領域を切り開くための世界水準の研

究・教育コンソーシアムとして期待されています。

中でも、大規模放射能汚染による放射線被ばくの人体影響、特に低線量による

影響を細胞・分子レベルで解明し、最大の問題であるがん発生の予防・診断・治

療を飛躍的に発展させることを目指しています。それと同時に、コンソーシアム

に参加する海外の主要な大学・研究所との間で、臨床・基礎領域の若手研究者や

大学院学生の相互派遣事業を積極的に推進、国際的研究者の育成と供給を図って

いきたいと考えています。人と知のダイナミックな交流で、長崎大学が掲げる

「世界平和の構築」のために必

須の科学的真理をこれからも探

究していきます。

原爆被爆を経験した大学として
研究・教育で国際的な貢献を

長崎大学From Kyushu

セダム緑化、圃場型緑化（ナタネ・サ

ツマイモ・スイカ等）、低木緑化、フラ

ワー緑化、芝生緑化、ビオトープ緑化

などさまざまな手法を実践している地元の子供たちと炭焼きを体験 真剣な表情で…田植えの風景

1995年３月、阪神淡路大震災被災地での

歴史資料救出活動

学生・院生による生野町（現朝来市）

鉱山遺構の利活用案の展示風景

ベラルーシからの

若手研究者の実験風景
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イギリス 3

アメリカ 6

中国 9

1 マレーシア 

1 ドイツ 

1 オランダ 

1 フランス 

1 スウェーデン 

1 オーストラリア 

1 ロシア 

2  インドネシア 

2  ベトナム 

2  タイ 

2  韓国 

国立大学法人のリスクを総合的にカバーする保険が誕生!

サテライトオフィスを設置、ネットワークが拡充 

国立大学協会では、国立大学の法人化に伴い、国立大学法人を運営する上で生じるリスクを 

総合的にカバーする「国立大学法人総合損害保険」を開発しました。 

近年、国内外にサテライトオフィスを設ける国立大学法人が増えています。以下にその実態をまとめてみました。 

大学のネットワークの拡充については、あらゆる方面から注目を集めています。 

全国の学長プロフィール 

医学・工学・理学、理系出身者が７割 
出身の専門分野を調べてみました 

最年少は５４歳、最高齢は７５歳、 
平均６５.４歳 
学長の年令構成を調べてみました 

ダントツトップは東京の１３人 
出身地トップ５ 

平成１５年 
 
 
 
 
 
 
平成１６年 

開発の経緯 

主な特徴 

国立大学法人総合損害保険の概要 

●国立大学法人に共通に必要な保険をパッケージ化 

●事務ロードの軽減 

●格安な保険料 

６月２５日 

 

９月２５日 

 

１０月１５日 

１０月３０日 

 

１月２３日 

２月６日 

１２月２２日 

新国立大学協会（仮称）設立準備委員会の 

第３作業部会に国立大学法人総合損害保険開発検討会が設置 

国立大学法人総合損害保険開発検討会 

「国立大学法人総合損害保険制度の開発検討について-中間まとめ-」を公表 

国立大学法人総合損害保険（仮称）企画提案書を公募 

共同保険引受候補会社を選定、共同開発開始 

 

国立大学法人総合損害保険（仮称）商品内容確定 

メニュー１共同保険引受保険会社、メニュー２、３引受保険会社決定 

平成１７年度商品内容、引受保険会社決定 

オールリスク特約 

情報メディア損害補償特約 

業務補償特約 

施設被災者対応費用担保特約 

インターネット賠償責任担保特約 

海外活動賠償責任担保特約 

借家人賠償責任担保特約 

個人情報漏えい賠償責任担保特約 

個人情報漏えい費用損害担保特約 

海外危険担保特約 

財産保険（基本補償） 

総合賠償責任保険特約 

労働災害総合保険特約 

診療所賠償責任保険 

傷害保険（役員） 

メニュー1

メニュー2

メニュー3

（保健管理センター等の診療所対象） 

天災危険担保特約 
特定感染症危険担保特約 

就業中のみ担保特約 

～５５歳 

５６～６０歳 

６１～６５歳 

６６～７０歳 

７０歳～ 

1

9

41

31

7

その他  3

サテライトオフィスなし

他県と県内にサテライトオフィスがある 

県内にサテライトオフィスがある 

現在サテライトオフィスはないが 
今後設置する予定  4

サテライトオフィスがある国立大学法人 世界に広がる国立大学法人の拠点 

1 外国語 

1 家政 

1 芸術 

3 農学・畜産 

3 経済・商学 

3 法学 

医学 22

工学 21
理学 19

文学・人文 8

教育 7

17

16

他県にサテライトオフィスがある 
21

28

1位 

2位 

3位 

3位 

5位 

5位 

東京都 

北海道 

宮城県 

兵庫県 

秋田県 

福岡県 

７位は３人で６県 
（静岡県、富山県、石川県、大阪府、広島県、鹿児島県） 

13人 
6人 
5人 
5人 
4人 
4人 
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